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Ａ 現状維持
　災害発生に備え、孤立対策地区への配備に加え、今後は、拠点避難所等への防災資機材の整備を行う
必要がある。
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緊急地震対策促進事業補助金(1/2県)

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ）

Ａ
の
財
源
内
訳

745

2,092
4,184 3,000

緊急地震対策促進事業補助金(1/3県)緊急地震対策促進事業補助金(1/2県)

745
1,490

0

生活支援交付金1,470,000円
地域活性化・経済危機対策交付金
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　孤立対策地区等、災害時に支援が遅れる箇所を中心に、物資及び資材の備蓄を行うため、防災倉庫の必要性は高
い。

　合併前から引き継いだ保管場所は、対震性及び対候性に問題があり、保管状況も本庁、各支所において一定ではない
ため、防災倉庫を整備することで、これらの諸問題が解消されるとともに、災害時等において孤立した場合、当面の間、
自活できるなど有効性は高い。

　孤立対策事業として、事業を推進しており、孤立地区における充足率は高くなってきているが、市拠点避難所等への配
備は、全くであり、計画全体での達成度は低い。

　有事を想定し、被災時の初動対応として、被災者への物資の供給、救助活動及び避難施設内での必要な資機材を保
管するため、｢防災倉庫」を整備することは不可欠であり、それに伴う経費削減は当面の間、困難である。
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災害時における救出、救護物資の迅速な配布等の対応が受けら
れる。
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２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号

事業種別 継続 補助 事業類型

　孤立対策地区及び住民自治区域単位を中心に、防災倉庫と
してコンテナを配備する。

Ｈ１９年度より、年次的に備蓄倉庫の整備を行う。
H19　阿山支所、青山支所
H20　博要地区市民センター、奥鹿野公民館
28年度までに18箇所予定
既設：西分署防災倉庫、守田防災倉庫、北庁舎防災倉
庫、防災無線室、伊賀支所、ふるさと会館、壬生野小学
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防災倉庫を増やすことが、非常時への対応
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